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迅速に建物被害認定調査を
実施できなければならない
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建物被害認定調査における５つの課題

１．調査棟数の増大

–どこの建物に被害が発生している
のか不明

２．時間の制約

–り災証明書が早く欲しい

３．調査資源の制約

–調査員が足りない

–専門家もいない

–大量の調査員を受け入れられない

４．公平性の確保

–隣の家の被害とうちの被害の違い

–隣の自治体とうちの自治体の違い

–調査員による違い

５．納得性の確保

–誰が調査しても同じ結果になる

・被災者、自治体調査員、大工

–外観目視調査の信頼性

「膨大な調査量」への対応課題 「調査の質の確保」への対応課題

①大量の建物被害判定を実施するために「迅速に」被害認定を行う
②全ての被災者に対して「公正に」被害認定を行う

建物被害認定調査における重要ポイント
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迅速性
• 調査効率は大幅にアップ
• 調査に必要な人員を削減

公正性
• すべての建物を同じルールで客観的に調査
• 判定結果は内閣府ガイドラインに準拠
• ７割以上は外観目視調査により判定終了
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2段階調査プロセスの採用

「迅速」かつ「公正」に 調査を行うためには

調査件数を削減し、「迅速」「公正」に判定可能

建物被害認定第１プロセス 第２プロセス 建物被害認定

全壊

不満

再調査申請

大規模半壊
半壊

一部損壊
無被害

外観目視による迅速な調査
●膨大な調査件数を「効率よく調
査する」

●ある程度の知識を「研修してお
く」必要がある

申
請
書

大規模半壊

全壊

半壊

一部損壊

建物内部を含めた詳細調査
●「個別対応」で判定結果を納得
してもらう

運用の効果 調
査
棟
数
（１
日
・１
班
）

80

60

40

20

迅速性の比較外観目視
調査(提案)

外観目視
調査(指針※)

内部詳細
調査(指針)

0 ※推定値
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大量の要調査建物の発生！ 大量の調査員の動員！

・初めて見る建物被害
・その被害は、どの被災程
度に分類されるか

・手順に則ると、分類され
た被災程度の損害割合
はいくつか？

業務命令：
明日からあなたも調査員として…

被災度判定チャート 調査フロー/チェックシート
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①判定基準の視覚化

②判定手順の標準化

③判定根拠の数値化

誰もが同じ調査ができるように調査票を工夫
早さだけではなく調査の質を確保するための「標準的な外観目視調査手法」の開発
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調査の質の確保のためのFAQ過去の調査経験の教訓を学ぶ

教材開発 運用方法

調査のコツ・ポイント
・内閣府指針に記載されていない調査上の留意点
・特異事例・例外事例の紹介
・住民対応

調査手順の確認教材による研修

調査のノウハウを効率的に学ぶための仕組みも必要
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2. 誰をも調査員にできる 建物被害認定手法 ①②⑩
火災調査の範囲と本研究のスコープ

種別 調査項目
優先
順位

情報収集及び

火災状況の記録

○火災発生件数

○火災発生場所

○被害概要の把握

○その他必要な情報の収集及び写真撮影

１

罹災証明書発行のた
めの損害状況調査

○焼損棟数

○焼損面積（概算値）

○建物の焼損程度

○区分所有（専有）部分ごとの罹災状況

○死傷者（概算値）

２

出火原因及び

損害状等の現地調査

○出火建物

○出火箇所

○損害状況 ３

火災調査結果の集計
および事務処理

○損害額の算出

○焼損面積（確定値）

○死傷者（確定値）

○罹災世帯・人員

４

将来の行政施策に反
映させる各種の調査

○延焼拡大状況調査（焼失範囲、焼け止まり
線、焼け止まり効果を有した施設等）

○住民の避難動向

○その他必要な調査

５

調査
ＤＢ 生活再建支援システム

（り災証明書発行システム）

①大規模災害時の
損害状況調査の効率化

②証明書発行業務の円滑化
（被害認定調査との連携、Ｄ
Ｂ化、支援システムとのリン
ク）一元的に調査情報を管理

調査スピードのＵＰ

被災者の逸早い生活再建に向け
て、質の高い支援サービスを提
供

・業務量の軽減
・被災地における混乱の抑制

誰をも調査員にで゙きる建物被害認定手法
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建物被害調査結果はデジタルデータ化
されなければ利用できない
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